
リュームゾーンであった「専任職（職務の限定あり）」
を管理職に登用できる「地域限定管理職制度」を導
入し、女性従業員の活躍の場を拡大する取組を実施
しました。また、女性の技術者が現場で働きやすいよ
うに職場環境を整備し、施工分野等へ女性従業員を
積極的に配置しています。この取組の結果、建築技術
に従事する女性割合が3.4%（平成27年度）から3.7%

（平成29年度）、設計に従事する女性割合が11.0%

（平成27年度）から12.2%（平成29年度）、設備に従事
する女性割合が4.2%（平成27年度）から5.0%（平成
29年度）に上昇し、女性の活躍の場が着実に広がっ
ています。同社では、女性割合の低い課長職以上の
候補者の母集団を確保するため、平成25年度から主
任級の女性を対象に、選抜型育成研修である「女性
リーダー育成研修（W-LEAP）」を開催しています。こ
の研修は2か年で実施し、同期の受講生のネットワー
クを構築するだけでなく、過年度の受講生がメンター
として受講生をフォローすることで、タテのネットワー
クも構築できます。このことが、女性従業員が将来の
キャリアを考える上で、現状の課題点を整理する助け
となっています。これまでに、研修受講者50名のうち、
16名が管理職へ昇格しました。その結果、課長クラス
に占める女性割合が3.2%（平成27年度）から4.2%

（平成29年度）まで増加しました。また、同社では、管
理職に昇格した後も、社外の能力開発研修に積極的
に派遣し、女性のキャリアアップを支援しています。女
性活躍推進に関するトップメッセージや、ダイバーシ
ティをテーマとした役員・従業員の対話の様子を、社
内報を通じて全社に発信しています。また、全従業員
を対象にeラーニング「ダイバーシティ講座」を展開
し、部下を育成する立場にあるライン長には「ダイ
バーシティライン長研修」を実施しています。この研
修では、現場で実際に女性部下を持つライン長への
取材をもとに作成したオリジナルの研修教材を用い
ることで、現場に即した内容でダイバーシティ推進に
対する理解を深めるとともに、部下のキャリア形成を
サポートするポイントを学ぶことができます。
　さらに、若手女性従業員による疲労軽減ウェア「職
人DARWING小町」の開発や（一社）日本建設業連合
会の「けんせつ小町工事チーム」への登録等、女性従
業員が作業所（建設現場）で活躍できるような環境づ
くりを積極的に進めています。
近年、建築を学ぶ女子学生の比率が高まっており、同
社でも前述の通り、女性の技術系従業員を積極的に
採用してきました。一方、特に建設作業所においては、

長として設置された「抜本的全社生産性向上による
WLB向上委員会」にて、長時間労働体質の改善をは
じめとする働き方の見直しを進めており、今後全従業
員のワーク・ライフ・バランスの実現を図るための具
体的な施策を順次展開していく予定です。また、平成
30年4月より、新しい従業員体系として、地域限定の
総合職を導入することにより、家庭の事情等で全国
転勤ができないため総合職になれなかった従業員に
も、総合職への転換の道を拓いていきます。これらを
はじめとして、女性従業員が継続就業しながら、キャ
リアを形成できるように、両立支援制度の拡充等の
一つひとつの課題に取り組むことで、「性別にかかわ
らず、誰もが働きやすい職場」に向けた全社的な意識
改革等の取組をより一層進めていきます。　株式会
社 竹中工務店は、創立100年を超える歴史を持つ総
合建設企業です。同社では、CSRビジョンとして『ス
テークホルダーとの対話を深め、その思いを「まちづく
り」を通してかたちにし、未来のサステナブル社会へ
つないでいきます。』を掲げ、建築というもの作りを通
じた新たな価値の提供に向けて、多様な視点からの
発想で進化し続けることが重要であると考えていま
す。そのため、性別や国籍を問わず継続的に優秀か
つ多様な人材の確保と活用を推進すべく、同社では、
全従業員がその能力を遺憾なく発揮できる職場環境
の整備と従業員の能力伸長を支援しています。昭和
63年に3名の女性総合職を採用して以来、毎年継続
して女性総合職を採用しています。平成26年1月に
「女性社員の活躍推進の視点から」というテーマで実
施したステークホルダーダイアログで明らかとなった
課題の解決に向けて、さまざまな施策の検討を開始
しました。その後、平成26年4月に人事室内にダイ
バーシティ女性活躍推進グループ（現、ダイバーシ
ティ推進グループ）を設置し、全国7か所にある本店・
支店の人事・総務担当者の中からダイバーシティ推進
担当を任命し、全国で各種施策を展開しています。同
社では、『新卒採用者に占める技術系従業員のうち、
女性従業員の採用を15%以上』という目標を設定し、
積極的に女性技術者の採用を進めています。女子学
生向けの採用パンフレットを作成するとともに、採用
ホームページ内においても社内の各分野で活躍し、
ロールモデルとなる女性従業員を積極的に紹介して
います。その結果、技術系総合職に占める女性割合は
12.4%（平成27年度）から22.7%（平成29年度）にま
で増加しており、技術系の女性を多く採用することに
成功しています。平成22年度に、女性従業員のボ

リーダー育成研修（W-LEAP）」を開催しています。こ
の研修は2か年で実施し、同期の受講生のネットワー
クを構築するだけでなく、過年度の受講生がメンター
として受講生をフォローすることで、タテのネットワー
クも構築できます。このことが、女性従業員が将来の
キャリアを考える上で、現状の課題点を整理する助け
となっています。これまでに、研修受講者50名のうち、
16名が管理職へ昇格しました。その結果、課長クラス
に占める女性割合が3.2%（平成27年度）から4.2%

（平成29年度）まで増加しました。また、同社では、管
理職に昇格した後も、社外の能力開発研修に積極的
に派遣し、女性のキャリアアップを支援しています。女
性活躍推進に関するトップメッセージや、ダイバーシ
ティをテーマとした役員・従業員の対話の様子を、社
内報を通じて全社に発信しています。また、全従業員
を対象にeラーニング「ダイバーシティ講座」を展開
し、部下を育成する立場にあるライン長には「ダイ
バーシティライン長研修」を実施しています。この研
修では、現場で実際に女性部下を持つライン長への
取材をもとに作成したオリジナルの研修教材を用い
ることで、現場に即した内容でダイバーシティ推進に
対する理解を深めるとともに、部下のキャリア形成を
サポートするポイントを学ぶことができます。
　さらに、若手女性従業員による疲労軽減ウェア「職
人DARWING小町」の開発や（一社）日本建設業連合
会の「けんせつ小町工事チーム」への登録等、女性従
業員が作業所（建設現場）で活躍できるような環境づ
くりを積極的に進めています。
近年、建築を学ぶ女子学生の比率が高まっており、同
社でも前述の通り、女性の技術系従業員を積極的に
採用してきました。一方、特に建設作業所においては、
取引先も含めて一般的に男性が多く、働き方をはじ
め、更衣室や休憩室等も男性仕様になっていることか
ら、女性が働き続けることへの理解や、働きやすい環
境の整備は十分ではありませんでした。このため、女
性従業員が仕事と家庭の両立を図りながらキャリア
を形成することに対して、取引先にも理解を促すとと
もに、女性にも配慮した作業所環境を構築することが
課題となっています。
　これらの課題に対して、全社的な生産性向上、働き
方の見直しを通じた時間外労働の削減を図るととも
に、女性が働きやすい作業所環境の整備のために、
女性従業員の声を反映して作成した「女性が働きや
すい作業所環境整備マニュアル」を、今後本格運用
する予定です。同社では、平成29年4月に社長を委員
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年継続して女性総合職を採用しています。平成26年1

月に「女性社員の活躍推進の視点から」というテーマ
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支店の人事・総務担当者の中からダイバーシティ推進
担当を任命し、全国で各種施策を展開しています。同
社では、『新卒採用者に占める技術系従業員のうち、
女性従業員の採用を15%以上』という目標を設定し、
積極的に女性技術者の採用を進めています。女子学
生向けの採用パンフレットを作成するとともに、採用
ホームページ内においても社内の各分野で活躍し、
ロールモデルとなる女性従業員を積極的に紹介して
います。その結果、技術系総合職に占める女性割合は
12.4%（平成27年度）から22.7%（平成29年度）にま
で増加しており、技術系の女性を多く採用することに
成功しています。平成22年度に、女性従業員のボ
リュームゾーンであった「専任職（職務の限定あり）」
を管理職に登用できる「地域限定管理職制度」を導
入し、女性従業員の活躍の場を拡大する取組を実施
しました。また、女性の技術者が現場で働きやすいよ
うに職場環境を整備し、施工分野等へ女性従業員を
積極的に配置しています。この取組の結果、建築技術
に従事する女性割合が3.4%（平成27年度）から3.7%

（平成29年度）、設計に従事する女性割合が11.0%

（平成27年度）から12.2%（平成29年度）、設備に従事
する女性割合が4.2%（平成27年度）から5.0%（平成
29年度）に上昇し、女性の活躍の場が着実に広がっ
ています。同社では、女性割合の低い課長職以上の
候補者の母集団を確保するため、平成25年度から主
任級の女性を対象に、選抜型育成研修である「女性

の３つの多様性を中心に、意思決定
の場への女性・若手の参画や、意識
の変容をはかる「職種変更」などの
取組を進めて参りました。
　今後とも、社員一人ひとりが自発
的に行動し、イキイキと活躍できる
組織づくりに向けて、積極的な取組
を継続して進め、企業価値向上に邁
進して参ります。

　この度は、このような素晴らしい
賞を受賞することができ、大変光栄
に存じます。
　弊社では、違う個性を持つ社員一
人ひとりが互いを認め合い、さまざま
な価値観を融合させることが、革新
を起こす企業文化を醸成すると考え
ております。2015年3月期から中期
経営計画において、女性活躍をはじ
めとする「多様性推進」を経営戦略と
して掲げ、「男女」「年代」「個人の中」

女性活躍の取組の進捗状況を測る「女性イキイキ指数」を
設定し、「見える化」を推進。取組の結果、女性の職域が拡大し、

女性管理職も増加

上位職志向を高めるために、女性社員自身の意識改
革に注力しました。「階層別共有会」を開催し、現在の
職場以外にも活躍の場があり、また、マネジメントも
自分の可能性を広げるために重要な経験であること
を認識してもらえるよう、意識改革に努めました。取組
を進めた結果、女性の上位職志向は41％（平成25年）
から67％（平成29年）まで上昇しました。女性の意識
が変わってきたことで、全社の意識も変わり、男女問
わず多くの社員がより自発的に行動するようになって
きました。

　これまで取組を進めてきた内容については、一定の
成果が表れていますが、女性の上位職志向について
は、まだ取組の余地があることから、今後も引き続き
取組を進めていきます。また、同社では、女性活躍推
進をダイバーシティ経営の一環で進めていますが、「イ
ンクルージョン」の考え方が重要であると考えていま
す。女性だけではなく、男性、女性を問わずさまざまな
多様性を受け入れる、「インクルージョン」を推進する
ことで、より社会から求められる企業として企業価値
を高めていきたいと考えています。

を目的として、社外研修に管理職・リーダー層の女性
社員を積極的に派遣しています。こうした取組を進め
た結果、係長クラスに占める女性割合が10.7％（平成
28年度）から16.7％（平成30年度）、課長クラスに占め
る女性割合が9.6％（平成28年度）から12.1％（平成
30年度）、部長クラスに占める女性割合が5.6％（平成
28年度）から8.4％（平成30年度）まで増加しました。

●職場風土の改善
　働き方改革に向け、平成20年に「業務改善プロ
ジェクト」と管理職による「働くプロジェクト」を立ち
上げ、所定外労働削減の取組や年次有給休暇の取得
促進、多様なシフトの整備、柔軟な勤務制度の導入
や、テレワークのトライアル等、さまざまな取組を展開
しました。この結果、月平均残業時間は10.9時間（平
成19年）から3.5時間（平成29年）まで減少し、年次有
給休暇の取得率も61％（平成29年）となっています。
　多様性が活きる組織とするため、役員を含む全管
理職を対象に「アンコンシャス・バイアス研修」（無意
識の偏見への気付きを促す研修）を実施しました。現
在は、責任者やマネージャー層にも拡大しています。

　もともと同社では、社員の約半数が女性ですが、係
長クラスにあたる管理職一歩手前のポジションの女
性が少なく、さらにその下の職位である主任クラスか
ら係長クラスに昇進する女性も少ないことが課題で
した。
　取組を開始するにあたって、社員の意識を把握す
るためにアンケートを実施したところ、管理職を志向
する女性が少ないことがわかりました。そこで女性の

いません。近年の女性の採用比率は、概ね6割前後と
なっています。

●職域拡大
　同社では、店舗勤務の女性が多い一方、空間デザ
イン部門や物流部門等において女性が少ない傾向に
ありました。このため、半年ごとに自身の今後のキャリ
アや成長を考える機会となるよう「お仕事フォーラ
ム」を開催し、グループ各社の仕事内容や活躍する社
員の紹介、仕事と家庭を両立して活躍する女性管理
職等との座談会を行っています。その後、半年に１度
の自己申告制度等により、これまで女性が少なかった
部門に異動して活躍する女性が増加しました。これら
の取組により、物流部門における女性比率は27.0％
（平成28年度）から36.6％（平成30年度）、情報システ
ム部門における女性比率は27.1％（平成28年度）から
37.6％（平成30年度）、空間デザイン部門における女
性比率は21.2％（平成28年度）から27.5％（平成30年
度）に上昇し、さまざまな部門で女性が活躍するよう
になっています。

●管理職登用
　同社では、女性の管理職登用を進めるにあたり、管
理職一歩手前の女性リーダーの数を増やす取組を進
めました。平成26年から、女性社員を対象に「階層別
共有会」を開催し、自身の意識改革やグループ横断
のネットワーク作りの機会を提供しました。また、これ
からライフイベントを多く迎えるであろう年代である
28歳の全女性社員を対象に、自らのキャリアを振り
返り、今後の成長につなげるための「キャリアデザイ
ン・プログラム」研修を実施しています。このほか、女
性社員のキャリア意識醸成や社外ネットワーク拡大

　株式会社丸井グループは、「マルイ」を中心とした
小売事業と、「エポスカード」を中心としたフィンテッ
ク事業が一体化した独自のビジネスモデルを展開し
ている企業です。同社では、以前から店舗勤務の女
性社員が多数いましたが、店舗勤務は勤務時間帯が
遅めで、さらに遅番勤務もあることから、ライフイベン
トを迎えた女性社員の働き方が課題となっていまし
た。また、社員の約半数が女性社員にもかかわらず、
女性管理職比率は高くなく、意思決定の場に女性の
参画が少ないことも課題となっていました。このため、
平成26年度からの中期経営計画において、経営戦略
として女性をはじめとした「多様性推進」を掲げ、多様
な視点や価値観を意思決定の場に活かすことを目指
して取組を開始しました。また、独自のKPI（重点指標）
「女性イキイキ指数」（女性活躍浸透度、女性の上位
職志向、男性社員育休取得率、育児フルタイム復帰
率、女性リーダー数、女性管理職数、女性管理職比率
について、2021年3月までに達成すべき数値目標を設
定）を掲げ、取組状況を可視化しています。
　同社では、公募により選抜したメンバーによる「多
様性推進プロジェクト」（全体プロジェクト・事業所プ
ロジェクト）が中心となって、各事業所における課題
を抽出し、取組を推進していきました。

●採用拡大
　同社では、男性と比較して女性からの応募が多いこ
とから、女性の採用拡大について特段の取組は行って
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（2018年4月1日現在）
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取締役 専務執行役員 　
石井 友夫氏

取組にあたって苦労した点・課題

今後の展望

女性の活躍推進（ポジティブ・アクション）
のための具体的な取組内容

取組の背景と経緯
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